
介護人材確保推進事業費補助金交付要綱 介護人材確保推進事業費補助金交付要綱

　（趣旨） 　（趣旨）
第１　　　省略 第１　　　省略

　（交付対象事業） 　（交付対象事業）
第２　　この補助金は、介護人材確保推進事業のうち次に掲げる事業を交付の対象とする。 第２　　この補助金は、介護人材確保推進事業のうち次に掲げる事業を交付の対象とする。
  (1) キャリア形成訪問支援事業   (1) キャリア形成訪問支援事業

  (2) 現任者向け資格取得支援事業   (2) 現任者向け資格取得支援事業

  (3) 介護事業所等紹介動画作成支援事業   (3) 介護事業所等紹介動画作成支援事業

  (4) 潜在介護人材再就職準備金貸付事業   (4) 潜在介護人材再就職準備金貸付事業

  (5) 介護福祉士等修学資金貸付事業   (5) 介護福祉士等修学資金貸付事業

  (6) 処遇改善アップグレード支援事業   (6) 処遇改善アップグレード支援事業

　(7) 介護事業所ネットワーク化推進事業 　(7) 介護事業所ネットワーク化推進事業

　　（削　除）   (8) 外国人介護人材受入支援事業

　(8) 外国人留学生奨学金等支援事業 　　（追　加）

第３～第16　　省略 第３～第16　　省略

　（その他） 　（その他）

第17　　この要綱に定めるもののほか、補助金の取扱いに監視必要な事項は、その都度別に 第17　　この要綱に定めるもののほか、補助金の取扱いに監視必要な事項は、その都度別に

定めるものとする。 定めるものとする。

      附　則       附　則
　この要綱は、平成21年４月１日から実施し、平成24年3月31日をもって廃止する。 　この要綱は、平成21年４月１日から実施し、平成24年3月31日をもって廃止する。
      附　則       附　則
　この要綱は、平成21年５月29日から実施し、平成24年3月31日をもって廃止する。 　この要綱は、平成21年５月29日から実施し、平成24年3月31日をもって廃止する。

　　«中略» 　　«中略»

　　　附　則 　　　附　則
　この要綱は、平成30年４月27日から施行し、平成30年４月１日から適用する。 　この要綱は、平成30年４月27日から施行し、平成30年４月１日から適用する。
　　　附　則 　　　附　則
　この要綱は、平成31年４月５日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 　この要綱は、平成31年４月５日から施行し、平成31年４月１日から適用する。
　ただし、平成31年３月31日以前に交付決定を受けた事業については、従前の例による。 　ただし、平成31年３月31日以前に交付決定を受けた事業については、従前の例による。
　　　附　則 　　　附　則

　この要綱は、令和元年７月18日に施行する。 　この要綱は、令和元年７月18日に施行する。

　　　附　則 　　（追　加）

　この要綱は、令和２年４月３日に施行し、令和２年４月１日から適用する。 　（追　加）

　ただし、令和２年３月31日以前に交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。

　

改　　正　　後 改　　正　　前



改　　正　　後 改　　正　　前
別表　事業区分及び交付対象者 別表　事業区分及び交付対象者

　（削　除）

　（追　加）

補助対象事業

事業区分

①
・キャリア段位制度のアセッ
サー講習受講料
・新人介護職員に対するエル
ダーメンター制度導入による
人材育成のための研修受講料
等
・専門的な相談員（社会保険
労務士など）による加算の取
得等にかかる個別の助言・指
導等のための経費
②
・専門的な相談員（社会保険
労務士など）による加算の取
得等にかかる個別の助言・指
導等のための経費

対象経費 補助率

５　処遇改善アップグレード
支援事業

介護サー
ビス事業
所等

上限額：①、②ごと
に20万円/１介護サー
ビス事業所等

① 

県２/３、
（介護サー
ビス事業所
等１/３）
②
県　10/10
※　原則とし
て、介護職員
処遇改善加算
の新規取得又
はより上位区
分の加算を取
得する場合

対象者 基準額

補助対象事業

事業区分

社会福祉
法人等

講 義 １ 時 間 あ た り
10,000円。ただし、
佐渡市内に事業所を
有しない者が、佐渡
市で研修を実施する
場合は、１回あたり
20,000 円 を 加 算 す
る。

県内で就労する介護職種の技
能実習生及び介護分野におけ
る１号特定技能外国人の介護
技能の向上を目的として実施
する集合研修を行うために必
要な経費

県10/10

対象経費 補助率

７　外国人介護人材受入支援
事業

対象者 基準額

補助対象事業

事業区分

７　外国人留学生奨学金等支
援事業

介護サー
ビス施
設・事業
所運営法
人等

①日本語学校
　・学費：年額
　　600,000円以内
　・居住費などの生
　　活費：年額
　　360,000円以内
②介護福祉士養成施
設
　・居住費などの生
　　活費：年額
　　360,000円以内

県1/3

①日本語学校（１年以内）
　・学費
　・居住費などの生活費
②介護福祉士養成施設（２年
以内）
　・居住費などの生活費
※介護サービス施設・事業
所において、通算５年間
在籍しない等の場合は、
補助事業者から県に補助
金の返還が必要

対象者 基準額 対象経費 補助率

補助対象事業

事業区分

対象者 基準額 対象経費 補助率

５　処遇改善アップグレード
支援事業

介護サー
ビス事業
所等

上限額：①、②ごと
に20万円/１介護サー
ビス事業所等

①
・キャリア段位制度のアセッ
サー講習受講料
・新人介護職員に対するエル
ダーメンター制度導入による
人材育成のための研修受講料
等
・専門的な相談員（社会保険
労務士など）による処遇改善
等にかかる個別の助言・指導
等のための経費
②
・専門的な相談員（社会保険
労務士など）による加算の取
得等にかかる個別の助言・指
導等のための経費

① 

県２/３、
（介護サー
ビス事業所
等１/３）
②
県　10/10
※　原則とし
て、介護職員
処遇改善加算
若しくは介護
職員等特定処
遇改善加算の
新規取得又は
より上位区分
の加算を取得
する場合



改　　正　　後 改　　正　　前

第７号様式

新潟県知事　　　　　　　様

１　補助金額（知事が補助金の額の確定通知書により通知した額）金　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る

　　仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る

　　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　金　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

（注）１ 　別紙として積算の内訳を添付すること

２

係る消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書

　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％相当額が消費税及び地方消費
税にかかる仕入控除による減額等の対象額ではない

第　　　　　　号

　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　名称

代表者の役職・氏名　　　　　　　　印

                               補助事業者住所

年度 介護人材確保推進事業費補助金に

記

　　　　　年　月　日付け高齢第　　号で額の確定を受けた　　　　　事業につい

　て、介護人材確保推進事業費補助金交付要綱第14の規定により、下記のとおり報

　告します。

様式第７号

新潟県知事　　　　　　　様

１　補助金額（知事が補助金の額の確定通知書により通知した額）金　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る

　　仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る

　　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　金　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円

（注）１ 　別紙として積算の内訳を添付すること

２ 　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％相当額が消費税及び地方消費
税にかかる仕入控除による減額等の対象額ではない

第　　　　　　号

　年　月　日

                               補助事業者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　 　      名称

代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　 平成　　年度 介護人材確保推進事業費補助金に

　　　　　　　　係る消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書

　　平成　年　月　日付け高齢第　　号で額の確定を受けた　　　　　事業につい

　て、介護人材確保推進事業費補助金交付要綱第14の規定により、下記のとおり報

　告します。

記


